別表第１

  鹿沼市在宅高齢者日常生活用具給付等品目

	種    別
	給  付  等  品  目
	上    限    額

	事故防止機器

	自動消火器
電磁調理器
	３０，９００円
４５，４００円

	貸与となる品目
	老人用電話（加入電話）
	８３，３００円


全て、要支援・要介護と認定された在宅の高齢者も対象となる品目（第３条第３項）

別表第２

  鹿沼市在宅高齢者日常生活用具給付等品目

	種    別
	給  付  等  品  目
	上    限   額

	入 浴 機 器
	浴室手すり

バスボード

浴槽台

※ 滑り止めマット
	９０，０００円

	歩行支援機具
	手すり

シルバーカー
	６０，０００円

	排 泄 機 器
	ポータブルトイレ

かぶせ式便器
	      １００，０００円

	特 認 品 目
	※ 痴呆性老人徘徊感知器
	      １３９，０００円

	
	その他市長が認めるもの
	市長が認める額


※印は、要支援・要介護と認定された在宅の高齢者も対象となる品目（第３条第３項）

別表第３

別表第１の給付等品目に係る費用負担基準額

	利  用  者  世  帯  の  階  層  区  分
	利用者負担額

	Ａ
	生活保護法による被保護世帯（単給含む）
	０円

	Ｂ
	生計中心者が前年所得税非課税世帯
	０円

	Ｃ
	生計中心者の前年所得税課税額が10,000円以下の世帯
	１６，３００円

	Ｄ
	生計中心者の前年所得税課税額が10,001円以上30,000円以下の世帯
	２８，４００円

	Ｅ
	生計中心者の前年所得税課税額が30,001円以上80,000円以下の世帯
	４２，８００円

	Ｆ
	生計中心者の前年所得税課税額が80,001円以上140,000円以下の世帯
	５２，４００円

	Ｇ
	生計中心者の前年所得税課税額が140,001円以上の世帯
	全     額


別表第４

別表第２の給付等品目に係る費用負担基準額

  介護保険法施行令第３８条第１項に規定される保険料率の算定基準を準用する。

	所 得 段 階
	段   階   区   分   基   準
	費用負担基準率

	第１段階
	老齢福祉年金受給者・生活保護受給者
	上限額以内の

購入金額の１０％


	第２段階
	住民税世帯非課税
	

	第３段階
	住民税本人非課税
	

	第４段階
	住民税本人課税

合計所得金額  ２５０万円未満
	上限額以内の

購入金額の２０％

	第５段階
	住民税本人課税

合計所得金額  ２５０万円以上
	上限額以内の

購入金額の３０％


